
75％

防災対策事業

防災基盤整備事業 90％

公共施設等耐震化事業 90％

自然災害防止事業 100％

地方道路等整
備事業 90％

95％
旧合併特例事
業

旧市町村合併特例事業 100％

旧市町村合併推進事業 90％

緊急防災・減
災事業 100％

公共施設等適
正管理推進事
業

90％

緊急自然災害
防止対策事業 100％

緊急浚渫推進
事業 100％

脱炭素化推進
事業 90％

こども・子育
て支援事業 90％

デジタル活用
推進事業 90％

高等学校教育
改革等推進事
業

90％

辺地及び
過疎対策
事業

100％
辺地対策事業 50％

100％

過疎対策事業 50％

75％

公共用地
先行取得
等事業

浸水想定等区域移転
事業






地方公営企業への出
資・補助等






公営企業債の対象と
なる施設

公営企業債の対象と
なる施設
集落再編整備のため
の住宅

















行政改革
推進

調整

公営企業債

水道事業

工業用水
道事業

交通事業

電 気 事
業・ガス
事業

港湾整備
事業

病 院 事
業・介護
サービス
事業

100％

市 場 事
業・と畜
場事業

地域開発
事業

下水道事
業

観光その
他事業

国の予算等
貸付金債

減収補塡債

減収補塡債
（特例分）

再生振替特
例債

令
和

年

月

日
水
曜
日

(号
外
第


号
)

官
報

（注１）補正予算債の充当率は、別に定める。
（注２）災害復旧事業（農地・農林漁業施設）において、受益者負担金を分割払い又は減免により

事業年度に徴収しない場合の充当率は、100％とする。
（注３）著しく異常かつ激甚な非常災害等により、財政運営に特に著しい支障が生じ、又は生ずる

おそれがあるものとして別に定める地方公共団体における当該災害に係る補助・直轄災害復
旧事業の過年の充当率は、現年と同率とする。

（注４）一般廃棄物処理事業に係る重点化等事業とは、事業全体を単独事業で実施する事業のうち、
ごみ焼却施設の新設に係るもの（ごみ処理広域化計画に基づいて実施するものに限る。）並び
にし尿処理施設、地域し尿処理施設、ごみ焼却施設及び粗大ごみ処理施設の基幹的設備（平
成９年度までの国庫補助対象設備をいう。）の改造事業であって総事業費が１億５千万円以上
の事業とする。




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